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電
波
法
第
七
十
六
条
第
一
項
に
関
す
る
質
問
主
意
書

電
波
法
第
七
十
六
条
第
一
項
で
は
、
「
総
務
大
臣
は
、
免
許
人
等
が
こ
の
法
律
、
放
送
法
若
し
く
は
こ
れ
ら
の
法
律
に
基
づ

く
命
令
又
は
こ
れ
ら
に
基
づ
く
処
分
に
違
反
し
た
と
き
は
、
三
箇
月
以
内
の
期
間
を
定
め
て
無
線
局
の
運
用
の
停
止
を
命
じ
、

又
は
期
間
を
定
め
て
運
用
許
容
時
間
、
周
波
数
若
し
く
は
空
中
線
電
力
を
制
限
す
る
こ
と
が
で
き
る
」
と
規
定
し
て
い
る
。

こ
の
条
文
に
つ
い
て
疑
義
が
あ
る
の
で
、
以
下
質
問
す
る
。

一

ど
の
よ
う
な
理
由
で
、
「
放
送
法
」
に
「
基
づ
く
命
令
又
は
こ
れ
ら
に
基
づ
く
処
分
に
違
反
し
た
と
き
」
の
不
利
益
処
分

を
電
波
法
で
規
定
す
る
の
か
。
政
府
の
見
解
を
示
さ
れ
た
い
。

右
質
問
す
る
。


